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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　自発的に閉鎖小胞体を形成する両親媒性物質の閉鎖小胞体又は水酸基を有する重縮合ポ
リマー粒子及び油性物質を含み、
　前記油性物質の周囲を前記閉鎖小胞体又は前記重縮合ポリマー粒子が囲み洗剤粒子を構
成する、繊維用洗剤。
【請求項２】
　さらに水を含み、Ｏ／Ｗ型エマルションである、請求項１に記載の繊維用洗剤。
【請求項３】
　粉末状である、請求項１に記載の繊維用洗剤。
【請求項４】
　前記油性物質の融点が８０℃以下である、請求項１～３のいずれか１項に記載の繊維用
洗剤。
【請求項５】
　前記油性物質が極性油である、請求項１～４のいずれか１項に記載の繊維用洗剤。
【請求項６】
　前記油性物質の沸点が８０℃以上である、請求項１～５のいずれか１項に記載の繊維用
洗剤。
【請求項７】
　前記洗剤粒子は、水に分散させた場合の平均粒子径が５０ｎｍ以上２μｍ以下である、
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請求項１～６のいずれか１項に記載の繊維用洗剤。
【請求項８】
　ソイルリリース能を有する、請求項１～７のいずれか１項に記載の繊維用洗剤。
【請求項９】
　部分洗いのための、請求項１～８のいずれか１項に記載の繊維用洗剤。
【請求項１０】
　全体洗いのための、請求項１～８のいずれか１項に記載の繊維用洗剤。
【請求項１１】
　繊維製品を洗浄するための、請求項１～８のいずれか１項に記載の繊維用洗剤。
【請求項１２】
　衣類を洗浄するための、請求項１～８のいずれか１項に記載の繊維用洗剤。
【請求項１３】
　当該繊維用洗剤による繊維製品の洗浄後の処理として柔軟剤を用いないで、洗浄を行う
ための、請求項１～８のいずれか１項に記載の繊維用洗剤。
【請求項１４】
　当該繊維用洗剤による繊維製品の洗浄後の処理として柔軟剤を用いて、洗浄を行うため
の、請求項１～８のいずれか１項に記載の繊維用洗剤。
【請求項１５】
　請求項１～８のいずれか１項に記載の繊維用洗剤を用いて繊維を洗浄する、繊維の洗浄
方法。
【請求項１６】
　自発的に閉鎖小胞体を形成する両親媒性物質の閉鎖小胞体又は水酸基を有する重縮合ポ
リマー粒子及び油性物質を含み、
　前記油性物質の周囲を前記閉鎖小胞体又は前記重縮合ポリマー粒子が囲み洗剤粒子を構
成する、ソイルリリース剤。
【請求項１７】
　さらに水を含み、Ｏ／Ｗ型エマルションである、請求項１６に記載のソイルリリース剤
。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、繊維用洗剤、ソイルリリース剤及び繊維の洗浄方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、衣服等の繊維用の洗剤として、界面活性剤を含む洗剤が用いられている。このよ
うな洗剤において界面活性剤は、大量の水中で、汚れと繊維との間に作用する物理的又は
電気的相互作用を低減させるとともに、汚れと界面活性剤との間で複合体を形成し、繊維
から汚れを引き離す。これにより、汚れと界面活性剤との間で形成された複合体が排出さ
れる。
【０００３】
　このような界面活性剤を含む洗剤による洗浄は、（１）界面活性剤による汚れ又は繊維
への接近、（２）界面活性剤の汚れ表面又は繊維表面への吸着、（３）界面活性剤と汚れ
が複合体を形成、（４）複合体の水中への分散・拡散の４段階の機構によってなされる。
【０００４】
　このような洗浄の機構においては、繊維の分子構造又は物理構造、汚れの分子構造又は
物理構造、汚れと繊維との親和性、界面活性剤と汚れとの親和性又は相互作用、界面活性
剤と繊維との親和性又は相互作用、洗浄方法等、多くの要因が複合的に作用する。
【０００５】
　現在、液体洗剤が一般的に市販されている。このような液体洗剤は、水に対する溶解度
が高い界面活性剤を用いているため、油性汚れとの相互作用による洗浄能が十分とはいえ
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ない。ここで、繊維には多種多様の汚れが付着し得るが、このような汚れのうち、例えば
泥、食品、血液、皮脂、油性インク、鉱物油等に含まれている疎水性物質の汚れは、上述
したように、界面活性剤との相互作用が低いため洗浄しにくく、一種の界面活性剤によっ
てあらゆる疎水性物質による汚れを洗浄できるものではない。
【０００６】
　そこで、近年では、界面活性剤を複数種配合して、多種の汚れに対して洗浄可能な洗剤
を構成していることが多い。
【０００７】
　例えば、特許文献１には、（ａ）ポリオキシエチレンアルキルエーテル硫酸エステル又
はその塩、（ｂ）スルホン酸系陰イオン界面活性剤、（ｃ）スルホベタイン、アミドベタ
イン又はカルボベタイン、これらを特定の量で配合した洗剤は、食品由来の油汚れに対し
て高い洗浄力を有することが報告されている。
【０００８】
　また、特許文献２には、（Ａ）特定のアミンオキシド型界面活性剤と、（Ｂ）特定のノ
ニオン界面活性剤と、（Ｃ）特定のカチオン界面活性剤、これらを特定の量で配合した洗
剤は、タンパク質汚れに対して高い洗浄力を有することが報告されている。
【０００９】
　このように、汚れと界面活性剤との間の親和性又は相互作用の観点から、対象とする汚
れによっては多種の界面活性剤を組み合わせる必要があり、特に、泥のような無機固体粒
子又は食品に含まれる油脂のような物質が乾燥して固体状になった汚れでは界面活性剤量
を多く含ませる必要がある。
【００１０】
　また、汚れと繊維との間の親和性又は相互作用の観点から、例えば硬質表面のように表
面が平面でなく凹凸を有しており、且つ複数の繊維が束なって布等の製品を構成する。繊
維に汚れが付着した場合、汚れは繊維の表面の凹部や束の内部に入り込む。このように繊
維組織の内部に入り込んだ汚れは、界面活性剤の作用だけでは十分に洗浄することができ
ないこともある。
【００１１】
　より詳細に、繊維とは、ＪＩＳ　Ｌ０２０４－１から－３の「繊維用語（原料部門）－
第１部：天然繊維」、「繊維用語（原料部門）－第２部：化学繊維」、「繊維用語（原料
部門）－第３部：天然繊維及び化学繊維を除く原料部門」に記載されているように「糸、
織物などの構成単位で、太さに比べて十分の長さをもつ、細くてたわみやすいもの」であ
る。このように、繊維は物理的に変化させる（折り曲げる）ことができる。また、糸等で
構成されているために繊維を構成する糸自体の空隙や紡績時にできる糸と糸との空隙が生
じることにより、繊維の表面にも凹凸が生じる。また、繊維を構成する糸の化学的な特徴
も様々であり、種類・分子量なども多岐にわたるために、繊維表面の化学的性質も単一と
は限らない（非特許文献２）。このように、繊維は、ガラス等の硬質表面と表面の状態が
物理的、化学的に異なっている。
【００１２】
　繊維と汚れの関係性から、汚れとは「繊維の表面に外部から付着したもので、繊維の美
観を損ね、品質の保持に好ましくなく、また衛生上有害なために除去されなければならな
い異物である」とされている（非特許文献３）。このような異物は繊維表面に付着すると
、繊維の特徴である折り曲げ易さと構成物質による空隙により、表面だけに留まらず、繊
維の内部にまで入り込む。
【００１３】
　汚れは、繊維と物理的に付着するだけでなく、化学的にも付着する。例えば、襟や袖に
付着しやすい皮脂は油脂であるために水に溶けにくく、疎水性物質で構成される合成繊維
と相互作用しやすい。そのために水に溶解しやすい界面活性剤の作用だけでは十分に洗浄
することができないこともある。このような油性物質の汚れとして、皮脂、化粧品、食品
油脂、色素、鉱物油等が知られ、一般的に油溶性汚れとして知られている（非特許文献３
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）。
【００１４】
　また、汗、尿等の主成分は水溶性汚れと分類される。水溶性汚れの中で水溶性の物質が
乾固する事で水に不溶な汚れへと変化する場合もある。一般的に、このように変化する物
質として、タンパク質や澱粉等が挙げられる（非特許文献３）。
【００１５】
　一方で、油溶性でも水溶性でもない汚れも存在する。固体粒子汚れと呼ばれる。これは
、泥やすす、鉄粉等が分類される（非特許文献３）。
【００１６】
　このように汚れには、それぞれ特有の化学的、物理的な特徴があるために、繊維内部に
入り込んだ汚れを界面活性剤の作用だけでは十分に洗浄することができないこともある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１７】
【特許文献１】特開２０１５－１２４３３７号公報
【特許文献２】特開２０１６－２１６５４３号公報
【非特許文献】
【００１８】
【非特許文献１】日本油化学会編「界面と界面活性剤―基礎から応用まで―」改定第２版
　２０１３年
【非特許文献２】繊維学会編「業界マイスターに学ぶせんいの基礎知識－１～－１９」２
０１４－２０１６年
【非特許文献３】朝倉書店　第２版「洗剤・洗浄百科事典」２０１２年
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１９】
　本発明は、以上のような実情に鑑みてなされたものであり、特に疎水性物質に対する優
れた洗浄能を有する新たな繊維用洗剤を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００２０】
　本発明者らは、水を含み自発的に閉鎖小胞体（ベシクル）を形成する両親媒性物質の閉
鎖小胞体又は水酸基を有する重縮合ポリマー粒子、それらと油性物質とを含んでなる洗剤
粒子及び当該洗剤粒子を分散させてなるＯ／Ｗエマルションが、繊維に付着した疎水性物
質に対する高い洗浄能を有すること、それらがソイルリリース能を有すること、繊維の柔
軟性低下防止能・吸水性低下防止能を有することを見出し、本発明を完成するに至った。
具体的に、本発明は以下のものを提供する。
【００２１】
　（１）　水を含み自発的に閉鎖小胞体を形成する両親媒性物質の閉鎖小胞体、又は水酸
基を有する重縮合ポリマー粒子を含む、繊維用洗剤。
【００２２】
　（２）自発的に閉鎖小胞体を形成する両親媒性物質の閉鎖小胞体又は水酸基を有する重
縮合ポリマー粒子、油性物質及び水を含み、Ｏ／Ｗ型エマルションである、繊維用洗剤。
【００２３】
　（３）前記油性物質の融点が８０℃以下である、（２）に記載の繊維用洗剤。
【００２４】
　（４）前記油性物質が極性油である、（２）又は（３）に記載の繊維用洗剤。
【００２５】
　（５）前記油性物質の沸点が８０℃以上である、（２）～（４）のいずれかに記載の繊
維用洗剤。
【００２６】
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　（６）自発的に閉鎖小胞体を形成する両親媒性物質の閉鎖小胞体又は水酸基を有する重
縮合ポリマー粒子及び油性物質を含む、繊維用洗剤。
【００２７】
　（７）油性物質の周囲を前記閉鎖小胞体又は前記重縮合ポリマー粒子が囲み洗剤粒子を
構成する、（６）に記載の繊維用洗剤。
【００２８】
　（８）前記洗剤粒子は、水に分散させた場合の平均粒子径が５０ｎｍ以上２μｍ以下で
ある、（６）又は（７）に記載の繊維用洗剤。
【００２９】
　（９）粉末状である、（６）～（８）のいずれか１項に記載の繊維用洗剤。
【００３０】
　（１０）ソイルリリース能を有する、（１）～（９）のいずれかに記載の繊維用洗剤。
【００３１】
　（１１）部分洗いのための、（１）～（１０）のいずれかに記載の繊維用洗剤。
【００３２】
　（１２）全体洗いのための、（１）～（１０）のいずれかに記載の繊維用洗剤。
【００３３】
　（１３）繊維製品を洗浄するための、（１）～（１０）のいずれかに記載の繊維用洗剤
。
【００３４】
　（１４）衣類を洗浄するための、（１）～（１０）のいずれかに記載の繊維用洗剤。
【００３５】
　（１５）当該繊維用洗剤による繊維製品の洗浄後の処理として柔軟剤を用いないで、洗
浄を行うための、（１）～（１０）のいずれかに記載の繊維用洗剤。
【００３６】
　（１６）当該繊維用洗剤による繊維製品の洗浄後の処理として柔軟剤を用いて、洗浄を
行うための、（１）～（１０）のいずれかに記載の繊維用洗剤。
【００３７】
　（１７）（１）～（１０）のいずれかに記載の繊維用洗剤を用いて繊維を洗浄する、繊
維の洗浄方法。
【００３８】
　（１８）水を含み自発的に閉鎖小胞体を形成する両親媒性物質の閉鎖小胞体、又は水酸
基を有する重縮合ポリマー粒子を含む、ソイルリリース剤。
【００３９】
　（１９）自発的に閉鎖小胞体を形成する両親媒性物質の閉鎖小胞体又は水酸基を有する
重縮合ポリマー粒子、油性物質及び水を含み、Ｏ／Ｗ型エマルションである、ソイルリリ
ース剤。
【００４０】
　（２０）自発的に閉鎖小胞体を形成する両親媒性物質の閉鎖小胞体又は水酸基を有する
重縮合ポリマー粒子及び油性物質を含む、ソイルリリース剤。
【発明の効果】
【００４１】
　本発明によれば、特に疎水性物質に対する優れた洗浄能を有する新たな繊維用洗剤を提
供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００４２】
【図１】実施例３、８、１１、１３及び比較例３の洗浄後液の写真図である。
【図２】吸水性の評価に用いた装置の模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００４３】
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　以下、本発明の実施形態について、詳細に説明するが、本発明は以下の実施形態につい
て何ら限定されるものではなく、本発明の要旨を変更しない範囲内において、適宜変更を
加えて実施することができる。
【００４４】
＜第１の態様の繊維用洗剤＞
　本態様の繊維用洗剤は、水を含み自発的に閉鎖小胞体（ベシクル）を形成する両親媒性
物質の閉鎖小胞体、又は水酸基を有する重縮合ポリマー粒子を含む。
【００４５】
　自発的に閉鎖小胞体を形成する両親媒性物質の閉鎖小胞体、又は水酸基を有する重縮合
ポリマー粒子を繊維上の汚れに付着させた状態で、手洗いや洗濯機洗い等により物理的な
力を加えると、汚れが閉鎖小胞体又は重縮合ポリマー粒子とともに繊維上から引き離され
、汚れを除去することができる。したがって、このようなメカニズムによれば、従来の界
面活性剤を用いる繊維用洗剤とは異なり、汚れの種類に関わらず、また例えば食品のよう
に多成分の汚れに対しても、高い洗浄能を有することができる。
【００４６】
　なお、上述したような閉鎖小胞体及び重縮合ポリマー粒子は、いわゆる三相乳化の乳化
剤として知られるものである。ここで、「洗浄」は「乳化」より高いエネルギーを要する
。より詳細に、「乳化」は、油性物質の塊を細分化して水に安定分散させるが、これに対
し「洗浄」は、繊維表面に付着した油性物質の塊を細分化し、さらに繊維との付着面から
完全剥離することを要するものであり、すなわち、「洗浄」は、「乳化」に比べて、油性
物質と繊維との付着面から油性物質を完全剥離するためのエネルギーをさらに必要とする
。したがって、乳化剤を「洗浄」に用いるためには、少なくともこのエネルギーについて
の課題を解決しなければならない。
【００４７】
　ここで、従来の界面活性剤を用いた繊維用洗剤は、このような油性物質の界面張力を下
げることにより、油性物質を繊維表面から引き離すものである。ただし、このようにして
引き離されて一旦エマルション粒子となっても、その界面活性剤と汚れとの親和性が高い
と、その界面活性剤を介して油性物質が再度繊維表面に付着して再度繊維を汚染すること
もある。
【００４８】
　これに対し、本発明においては、閉鎖小胞体又は重縮合ポリマー粒子を繊維用洗剤とし
て用いる場合、界面張力が低下しないので、油の自己凝集力が働き、浮き上がってくる。
それと同時に、油水界面に閉鎖小胞体又は重縮合ポリマー粒子が付着固定する。特に、後
述する第２及び第３の態様の繊維用洗剤では、エマルション粒子を形成するが、このエマ
ルション粒子同士の間、及びエマルション粒子と繊維表面の水和した汚れとの間には、閉
鎖小胞体又は重縮合ポリマー粒子によって構成される隔壁ができるので、油滴の被汚染物
質表面への再付着が起こりにくい。このように、本発明における閉鎖小胞体又は重縮合ポ
リマー粒子は、汚れの繊維表面からの完全剥離を、従来の界面活性剤を用いる繊維用洗剤
と異なるメカニズムにて達成するものである。そして、このような繊維用洗剤によれば、
驚くべきことに、再汚染を防止することもできるのである。なお、以上のメカニズムの説
明では、「乳化」との対比を明確にすべく「洗浄」の対象として油性物質のみを洗浄する
場合について説明したが、「洗浄」の対象は油性物質に限られず、水性物質や固体状のも
のも含まれる。
【００４９】
　（閉鎖小胞体）
　本発明における閉鎖小胞体は、自発的に閉鎖小胞体を形成する両親媒性物質により形成
される。閉鎖小胞体を形成する両親媒性物質としては、以下の一般式１で表されるポリオ
キシエチレン硬化ひまし油の誘導体又は一般式２で表されるようなジアルキルアンモニウ
ム誘導体(塩)、トリアルキルアンモニウム誘導体、テトラアルキルアンモニウム誘導体、
ジアルケニルアンモニウム誘導体、トリアルケニルアンモニウム誘導体、若しくはテトラ
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アルケニルアンモニウム誘導体のハロゲン塩の誘導体を採用するとよい。
ジラウロイルグルタミン酸リシンＮａ、ジステアリン酸デカグリセリル、POEペンタエリ
ストールジオレートの誘導体を採用するとよい。また、リン脂質、リン脂質誘導体として
は、レシチン（天然レシチン、水添レシチン等）を用いることもできる。これらは、１種
類を用いても、２種類以上を用いてもよい。
【００５０】
　一般式１
【化１】

【００５１】
　式中、エチレンオキシドの平均付加モル数であるＥは、３～２００である。このことか
ら、Ｅの上限は好ましくは１００であり、より好ましくは６０である。Ｅの下限は、好ま
しくは５以上であり、より好ましくは１０以上であり、さらに好ましくは２０以上であり
、最も好ましくは３０以上である。
【００５２】
　一般式２
【化２】

【００５３】
　式中、Ｒ１及びＲ２は、各々独立して炭素数８～２２のアルキル基又はアルケニル基で
あり、Ｒ３及びＲ４は、各々独立して水素又は炭素数１～４のアルキル基であり、ＸはＦ
、Ｃｌ、Ｂｒ、Ｉ又はＣＨ３ＣＯＯである。
【００５４】
　また、閉鎖小胞体を形成する両親媒性物質としては、リン脂質やリン脂質誘導体等を採
用してもよい。リン脂質としては、以下の一般式３で示される構成のうち、炭素鎖長１２
のＤＬＰＣ（１，２－Ｄｉｌａｕｒｏｙｌ－ｓｎ－ｇｌｙｃｅｒｏ－３－ｐｈｏｓｐｈｏ
－ｒａｃ－１－ｃｈｏｌｉｎｅ）、炭素鎖長１４のＤＭＰＣ（１，２－Ｄｉｍｙｒｉｓｔ
ｏｙｌ－ｓｎ－ｇｌｙｃｅｒｏ－３－ｐｈｏｓｐｈｏ－ｒａｃ－１－ｃｈｏｌｉｎｅ）、
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炭素鎖長１６のＤＰＰＣ（１，２－Ｄｉｐａｌｍｉｔｏｙｌ－ｓｎ－ｇｌｙｃｅｒｏ－３
－ｐｈｏｓｐｈｏ－ｒａｃ－１－ｃｈｏｌｉｎｅ）を採用することができる。
【００５５】
　一般式３
【化３】

【００５６】
　また、以下の一般式４で示される構成のうち、炭素鎖長１２のＤＬＰＧ（１，２－Ｄｉ
ｌａｕｒｏｙｌ－ｓｎ－ｇｌｙｃｅｒｏ－３－ｐｈｏｓｐｈｏ－ｒａｃ－１－ｇｌｙｃｅ
ｒｏｌ）のＮａ塩又はＮＨ４塩、炭素鎖長１４のＤＭＰＧ（１，２－Ｄｉｍｙｒｉｓｔｏ
ｙｌ－ｓｎ－ｇｌｙｃｅｒｏ－３－ｐｈｏｓｐｈｏ－ｒａｃ－１－ｇｌｙｃｅｒｏｌ）の
Ｎａ塩又はＮＨ４塩、炭素鎖長１６のＤＰＰＧ（１，２－Ｄｉｐａｌｍｉｔｏｙｌ－ｓｎ
－ｇｌｙｃｅｒｏ－３－ｐｈｏｓｐｈｏ－ｒａｃ－１－ｇｌｙｃｅｒｏｌ）のＮａ塩又は
ＮＨ４塩を採用することもできる。
【００５７】
　一般式４
【化４】

【００５８】
　（重縮合ポリマー粒子）
　重縮合ポリマーとしては、水酸基を有するものであれば特に限定されず、天然高分子又
は合成高分子のいずれであってもよく、用途に応じて適宜選択することができる。ただし
、生体安全性・環境性に優れ、且つ一般的に安価である点で、天然高分子を用いることが
好ましく、中でも乳化機能に優れる点で以下に述べる糖ポリマーがより好ましい。なお、
粒子とは、重縮合ポリマーが単粒子化したもの、又はその単粒子同士が連なったもののい
ずれをも包含する一方、単粒子化される前の凝集体（網目構造を有する）を包含しない。
例えば、単粒子化される前の「多糖類」は粒子化されているものではなく、水素結合によ
るネットワーク構造を形成していることから、いわゆる三相乳化能を有する「重縮合ポリ
マーの粒子」とは、明確に異なるものである。水酸基を有する重縮合ポリマーは、１種の
みを単独で使用してもよく、２種以上を併用してもよい。
【００５９】
　糖ポリマーは、セルロース、デンプン等のグルコシド構造を有するポリマーである。例
えば、リボース、キシロース、ラムノース、フコース、グルコース、マンノース、グルク
ロン酸、グルコン酸等の単糖類からいくつかの糖を構成要素として微生物が産生するもの
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、キサンタンガム、アラビアゴム、グァーガム、カラヤガム、カラギーナン、ペクチン、
フコイダン、クインシードガム、トラントガム、ローカストビーンガム、ガラクトマンナ
ン、カードラン、ジェランガム、フコゲル、カゼイン、ゼラチン、デンプン、コラーゲン
、シロキクラゲ多糖類等の天然高分子、メチルセルロース、エチルセルロース、メチルヒ
ドロキシプロピルセルロース、カルボキシメチルセルロース、ヒドロキシメチルセルロー
ス、ヒドロキシプロピルセルロース、ヒドロキシプロピルメチルセルロース、ヒドロキシ
エチルセルロース、ステアロキシヒドロキシプロピルメチルセルロース、カルボキシメチ
ルセルロースナトリウム、アルギン酸プロピレングリコールエステル、セルロース結晶体
、デンプン・アクリル酸ナトリウムグラフト重合体、疎水化ヒドロキシプロピルメチルセ
ルロース等の半合成高分子等が挙げられる。また、糖ポリマーの他に、ポリビニルアルコ
ール、ポリビニルピロリドン、カルボキシビニルポリマー、ポリアクリル酸塩、ポリエチ
レンオキシド、アクリレート／ポリエチレングリコール型コポリマー、（メタクリル酸メ
トキシＰＥＧ－２３／ジイソステアリン酸メタクリル酸グリセリル）コポリマー等の合成
高分子等を用いることができる。これらは、１種のみを単独で使用してもよく、２種以上
を併用してもよい。
【００６０】
　糖ポリマーとしては、ヒドロキシエチルセルロース、ステアロキシヒドロキシプロピル
メチルセルロース、カルボキシメチルセルロース、カルボキシメチルセルロース、グァー
ガム、又はこれらの塩を用いることが好ましく、ヒドロキシエチルセルロースを用いるこ
とがより好ましい。
【００６１】
　本発明における閉鎖小胞体又は重縮合ポリマー粒子は、例えば、平均粒径８ｎｍ～５０
０ｎｍ程度であることが好ましい。これらの調製方法は、特許第３８５５２０３号等に開
示されるとおり従来公知であるため、省略する。
【００６２】
　洗剤中の閉鎖小胞体又は重縮合ポリマー粒子の含有量としては、使用方法（部分洗いか
洗濯機洗いか）や洗剤の希釈の割合等により適宜設定することができ、特に限定されない
が、合計で０．０００１質量％以上であってよい。
【００６３】
　本発明における繊維用洗剤の性状としては、特に限定されず、例えば、粉末状、ゲル状
、液状等とすることができる。このうち、液状とする場合、例えば水等の水性液体に分散
させて、閉鎖小胞体又は重縮合ポリマー粒子の分散液を洗剤として用いることができる。
【００６４】
＜第２の態様の繊維用洗剤＞
　自発的に閉鎖小胞体を形成する両親媒性物質（ベシクル）の閉鎖小胞体、又は水酸基を
有する重縮合ポリマー粒子をいわゆる三相乳化の第三相として、油性物質を含ませてなる
Ｏ／Ｗ型エマルションとした繊維用洗剤を構成することもできる。
【００６５】
　このような場合、Ｏ／Ｗ型エマルションは、水相と油相との界面に閉鎖小胞体又は重縮
合ポリマー粒子が介在することで乳化状態を形成する。より具体的に、このような乳化状
態においては、油性物質（油相）が滴状となり、その油相の周囲を閉鎖小胞体又は重縮合
ポリマー粒子が囲んでおり一つのエマルション粒子（以下、「洗剤粒子」ということもあ
る。）を構成する。そして、そのエマルション粒子が水（水相）に分散して、Ｏ／Ｗ型エ
マルションを構成して乳化状態を形成する。このような乳化状態は、得られた乳化物を透
過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）で観察することで確認される（例えば、特許第３８５５２０３
号公報）。
【００６６】
　このようなＯ／Ｗ型エマルション状態においては、閉鎖小胞体又は重縮合ポリマー粒子
がＯ／Ｗ型エマルションを構成する油相に接していない面で、Ｏ／Ｗ型エマルションが汚
れに接触し、ファンデルワールス力によりその汚れに吸着する。汚れが油溶性物質の場合
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は、汚れが油相と接触した後、油相中に溶解され、汚れを繊維上から水中へ引き離すこと
ができる。また、汚れが不溶性物質の場合は汚れがエマルションに取り込まれ、多量の汚
れを保持するとともに再度の拡散を抑制し、また、エマルション粒子と水相との比重の差
がある場合には、その比重の差によって生じる浮力や沈降力、さらに外部から印加される
手洗いの場合の擦りや洗濯機洗いの場合の遠心力が複合的に働き、より強い力でエマルシ
ョンとともに繊維から引き離される。油溶性または不溶性の汚れが三相乳化のＯ／Ｗ型エ
マルションを構成する油相へと移動しても、三相乳化によって安定乳化できるから、再付
着することなく汚れを除去することができる。
【００６７】
　すなわち、このような繊維用洗剤によれば、少なくとも閉鎖小胞体又は重縮合ポリマー
粒子の汚れに対する吸着能に基づく優れた洗浄能を有する。また、油相が汚れに対する溶
解能を有する場合や、エマルション粒子と水相との比重の差がある場合には、上述したよ
うに、閉鎖小胞体又は重縮合ポリマー粒子そもそもの吸着とは異なるメカニズムにより複
合的に汚れを洗浄することができるのである。
【００６８】
　（エマルション粒子）
　エマルション粒子は、油性物質（油相）が滴状となり、その油相の周囲を第１の態様の
繊維用洗剤と同様の閉鎖小胞体又は重縮合ポリマー粒子が囲んでなるものである。
【００６９】
　エマルション粒子の平均粒子径としては、特に限定されないが、２μｍ以下であること
が好ましく、１μｍ以下であることがより好ましく、９００ｎｍ以下であることがさらに
好ましく、８００ｎｍ以下であることが特に好ましい。上述したように、油相が汚れに対
する溶解能を有する場合には、油相は大きいほど汚れを溶解、保持できるので、油相の量
を大きくし、結果としてエマルション粒子の平均粒子径も大きくした方が、洗浄効率は高
くなるようにも思える。しかしながら、上述したように、汚れは繊維の表面の凹部や束の
内部に入り込むものでありこのような汚れを除去するためには、エマルション粒子が繊維
の表面の凹部や束の内部に入り込む必要がある。このような観点からすると、エマルショ
ン粒子の粒径は所要の値以下であることが好ましい。この点、分子の集合体たる閉鎖小胞
体や重縮合ポリマー粒子を用いて洗浄を行う本発明の洗剤と、分子を用いて洗浄を行う界
面活性剤を用いた従来の洗剤の大きな相違点の一つである。もっとも、繊維の種類（束ね
方や表面の化学的性質等）によっては、エマルション粒子の平均粒子径が大きくても繊維
の表面の凹部や束の内部に入り込みやすいことがあり、このような場合には上述したよう
に油相の量を大きくし汚れの溶解量を増加させた方が、洗浄効率が高いため、エマルショ
ン粒子の平均粒子径は２μｍ超であってもよい。また、エマルション粒子の平均粒子径と
しては、例えば５０ｎｍ以上であることが好ましく、１００ｎｍ以上であることがより好
ましい。これにより、汚れが油性物質に溶解する場合には油性物質の溶解量を増加させる
ことができる。ただし、エマルション粒子の平均粒径は５０ｎｍ以下であってもよい。こ
の場合、繊維の表面の凹部や束の内部により入り込みやすくなる。なお、本発明において
「平均粒子径」とは、分散液（エマルション粒子の場合には、Ｏ／Ｗ型エマルション）に
ついて粒度分布測定装置ＦＰＡＲ（大塚電子（株）社製）を用いて動的光散乱法により測
定し、Ｃｏｎｔｉｎ解析により求めた個数分布の値の値を３回測定して平均した値である
。なお、繊維用洗剤には、例えば界面活性剤等、洗剤粒子以外にもエマルションを構成す
る成分が含まれ得るが、このような成分が含まれる場合には、このような成分も含んだ状
態での平均粒子径をいう。
【００７０】
　（閉鎖小胞体及び重縮合ポリマー粒子）
　閉鎖小胞体及び重縮合ポリマー粒子としては、第１の態様の繊維用洗剤と同様のものを
用いることができる。
【００７１】
　洗剤中のエマルション粒子の含有量としては、使用方法（部分洗いか全体洗いか）や洗
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剤の希釈の割合等により適宜設定することができるが、例えば、合計で０．０１質量％以
上であってよい。
【００７２】
　閉鎖小胞体又は重縮合ポリマー粒子の平均粒子径は、エマルション形成時では８ｎｍ～
５００ｎｍ程度である。なお、重縮合ポリマー粒子及び閉鎖小胞体は、いずれか一方のみ
が含まれても、双方が含まれてもよい。双方が含まれる場合には、例えば、別々に乳化し
たエマルションを混合してよい。
【００７３】
　（油性物質）
　油性物質は、Ｏ／Ｗ型エマルション中において内相たる油相を構成する。油相としては
、固体状、半固体状、液状又は混合物いずれであってもよいが、洗浄時には液状であるこ
とが好ましい。油性物質が液状であることにより、閉鎖小胞体又は重縮合ポリマー粒子が
吸着した汚れを溶解させ保持することができる。ただし、油性物質が固体状又は半固体状
であっても、上述したとおり閉鎖小胞体又は重縮合ポリマー粒子それ自体が繊維の洗浄能
を有するものであるから、当然に本発明の洗浄効果を奏する。
【００７４】
　油性物質としては、特に限定されないが、例えば、植物性油、炭化水素油、モノエステ
ル油、ジエステル油、トリエステル油、エーテル油、ポリオキシエチレンポリオキシプロ
ピレンブロックポリマー、高級脂肪酸モノグリセリド、グリコール、高級アルコール等を
挙げることができる。例えば、菜種油、ジ（カプリル酸／カプリン酸）プロパンジオール
（サラスコＰＲ－８５、日清オイリオ製）、ポリエチレンポリオキシプロピレングリコー
ル（ブラウノンＰ―１７１、青木油脂工業株式会社）、ポリオキシプロピレングリコール
（Ｐｏｌｙｇｌｙｃｏｌ　４０００Ｐ、ＤＯＷ製）等の工業的に入手できる製品を用いる
ことができる。
【００７５】
　以上の中でも、極性油を用いることが好ましい。ここで、「極性油」とは極性分子から
構成された油剤をいう。例えば、食品汚れ等は極性油に溶解するものが多く、極性油を含
むＯ／Ｗ型エマルションは高い洗浄作用を有する。ただし、油性物質が非極性油であって
も、上述したとおり閉鎖小胞体又は重縮合ポリマー粒子それ自体が繊維の洗浄能を有する
ものであるから、当然に本発明の洗浄効果を奏する。
【００７６】
　油性物質の比重としては、特に限定されないが、２５℃における水との比重（１．００
ｇ／ｃｍ３）の差の絶対値が、０．０１ｇ／ｃｍ３以上であることが好ましく、０．０２
ｇ／ｃｍ３以上であることがより好ましく、０．０５ｇ／ｃｍ３以上であることがさらに
好ましく、０．１０ｇ／ｃｍ３以上であることが特に好ましい。なお、油性物質が混合溶
媒である場合、その混合溶媒の比重と水との比重の差の絶対値をいうものとする。このよ
うな絶対値が所要の値以上であることは、すなわちエマルション粒子の比重と、水の比重
の差があることを意味し、これによってエマルション粒子が浮力又は沈降力を生じる。繊
維状の汚れに吸着したエマルション粒子にこのような力が生じると、汚れはより繊維表面
からより引き離されやすくなる。ただし、油性物質の比重と２５℃における水との比重の
差の絶対値が、０．０１ｇ／ｃｍ３未満であっても、上述したとおり閉鎖小胞体又は重縮
合ポリマー粒子それ自体が繊維の洗浄能を有するものであるから、当然に本発明の洗浄効
果を奏する。
【００７７】
　油性物質の沸点としては、特に限定されないが、例えば大気圧下で８０℃以上であるこ
とが好ましく、１００℃以上であることがより好ましく、１２０℃以上であることがさら
に好ましく、１４０℃以上であることが特に好ましい。油性物質の沸点が所要値以上であ
ることにより、低沸点の揮発油（一般的なドライクリーニング溶剤であるフッ素系溶剤）
と異なり、より安全性が高い。ただし、安全性が確保され、また洗浄水の温度が油性物質
の沸点を超えない限りにおいて油性物質の沸点は８０℃未満であってもよい。一方で、５
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００℃以下、４７０℃以下、４５０℃以下、４００℃以下、３５０℃以下、３００℃以下
であってよい。ただし、油性物質の沸点は５００℃超であってもよい。
【００７８】
　油性物質の融点としては、特に限定されないが、例えば－５０℃以上、－２０℃以上、
０℃以上、１０℃以上であってよい。ただし、油性物質の融点は、－５０℃未満であって
もよい。一方で、油性物質の融点としては、８０℃以下であることが好ましい。油性物質
の融点が所要値以下であることにより、Ｏ／Ｗ型エマルションにおいて洗浄時に油相が液
状を維持し、汚れに対する溶媒として作用することができる。ただし、油性物質の融点は
８０℃超であってもよい。
【００７９】
　以上のような繊維用洗剤は、例えば原料を混合した後、この混合物を振とう器、撹拌器
、ホモジナイザー等を用いて容易に乳化状態を形成できる。
【００８０】
＜第３の態様の繊維用洗剤＞
　自発的に閉鎖小胞体を形成する両親媒性物質の閉鎖小胞体又は水酸基を有する重縮合ポ
リマー粒子及び油性物質を含む。このような乳化状態においては、油性物質（油相）が滴
状となり、その油相の周囲を閉鎖小胞体又は重縮合ポリマー粒子が囲んでおり一つの洗剤
粒子を繊維用洗剤として構成することもできる。すなわち、このような繊維用洗剤は、粉
末状、タブレット状等の固体状の性状とすることができる。固体状であってもその中に含
まれる洗剤粒子が水に分散することで、Ｏ／Ｗ型エマルションを形成し、その結果、第２
の態様の繊維用洗剤と同様の効果が奏される。
【００８１】
　洗剤中の洗剤粒子の含有量としては、使用方法（部分洗いか全体洗いか）や洗剤の希釈
の割合等により適宜設定することができるが、例えば、合計で０．０１質量％以上であっ
てよい。
【００８２】
　洗剤粒子の平均粒子径としては、特に限定されないが、水に分散させた場合における平
均粒子径が、２μｍ以下であることが好ましく、１μｍ以下であることがより好ましく、
９００ｎｍ以下であることがさらに好ましく、８００ｎｍ以下であることが特に好ましい
。なお、繊維用洗剤には、例えば界面活性剤等、洗剤粒子以外にもエマルションを構成す
る成分が含まれ得るが、このような成分が含まれる場合には、このような成分も含んだ状
態での平均粒子径をいう。
【００８３】
　その他、閉鎖小胞体、重縮合ポリマー粒子及び油性物質としては、第２の態様の繊維用
洗剤において用いたものと同様の成分を同様の組成により構成することができる。また、
これらにより構成される洗剤粒子としては、第２の態様の繊維用洗剤におけるエマルショ
ン粒子と同様の成分を同様の組成により構成することができる。
【００８４】
　このような繊維用洗剤は、例えば第２の態様の繊維用洗剤におけるＯ／Ｗ型エマルショ
ンをドライスプレー法、噴霧乾燥法、凍結乾燥法等の従来公知の方法で乾燥させることが
できる。第２の態様の繊維用洗剤におけるＯ／Ｗ型エマルションでは、油性物質が閉鎖小
胞体又は重縮合ポリマー粒子に囲まれた、いわゆる三相乳化構造を形成している。このよ
うな三相乳化構造によれば、乾燥して水を除去しても、微細な油滴構造が閉鎖小胞体又は
重縮合ポリマー粒子に囲まれた構造を維持した状態で、粉末を得ることができる。なお、
ドライスプレー法により乾燥させた場合には、粉末形成のためデンプン等の賦形剤を含む
こととなる。
【００８５】
　なお、上述した第１～第３の態様の繊維用洗剤は、繊維の柔軟性低下防止能及び吸水性
低下防止能を有する。ここで、「柔軟性低下防止能」とは、洗濯後の繊維の硬化を防ぎ、
柔軟な状態を維持する能力をいう。「吸水性低下防止能」とは、洗濯後の繊維の吸水性低
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下を防ぎ高い吸水性を維持する能力をいう。本発明者らは、驚くべきことに上述した第１
～第３の態様の繊維用洗剤が柔軟性低下防止能及び吸水性低下防止能を有することを見出
した。
【００８６】
　例えば木綿や麻等、多くの天然繊維は、糖鎖から構成されるものである。したがって、
その表面には水酸基が多量に露出している。洗濯後においては、天日干しを含む各種乾燥
条件において、繊維が硬化することがある。この理由は、乾燥時の繊維表面の糖鎖同士が
結合することや、洗濯時に繊維へ吸着した水分を介して繊維同士が水素結合することが考
えられるが、一般的には後者の水分を介した繊維同士の水素結合が主であると考えられて
いる。この作用によって形成される構造体によって、繊維の柔軟性が失われ硬化する。こ
のような硬化を防止するため、通常、柔軟剤が用いられている。柔軟剤には、疎水性の高
いアルキルカチオン系界面活性剤が含まれているが、このアルキルカチオン系界面活性剤
は、その正電荷により負電荷を有する水酸基に引き寄せられ、水酸基周囲を取り囲む。そ
して、その後、繊維をすすいでもこのようなアルキルカチオン系界面活性剤が繊維上に残
り、繊維同士の水素結合を抑制する。このような作用により、繊維が硬化することなく、
柔軟な状態を維持することができる。しかしながら、このような柔軟剤を用いると、その
表面には疎水性が高いアルキル鎖が露出するため吸水性が低下する。例えば、バスタオル
や布巾等では、繊維には吸水性が求められるため、吸水性を低下させることは好ましくな
いこともある。
【００８７】
　一方で、本態様の洗剤では、閉鎖小胞体又は重縮合ポリマー粒子と繊維との疎水性相互
作用によって、閉鎖小胞体又は重縮合ポリマー粒子を繊維表面に吸着させることができ、
これによって、上述のアルキルカチオン系界面活性剤と同様に、水酸基同士の結合を抑制
できることが分かった。しかも、このように繊維表面に付着する閉鎖小胞体又は重縮合ポ
リマー粒子が親水性であるため、吸水性が低下しないか、低下が少なく抑えられる。
【００８８】
　すなわち、第１～第３の態様の繊維用洗剤は、上述した柔軟性低下防止能及び吸水性低
下防止能をも有するものである。すなわち、このような洗剤で繊維を洗浄すれば、その繊
維の洗浄後の処理として柔軟剤を用いないでも上記のような柔軟性低下に対する防止効果
を得ることができる。一方で、その繊維の洗浄後の処理として通常の柔軟剤（例えば市販
のアルキルカチオン系界面活性剤を含むもの）を用いた場合、より柔軟性低下に対する防
止効果を得られるとともに、閉鎖小胞体又は重縮合ポリマー粒子の親水性により吸水性が
低下しないか、低下が少なく抑えられる。すなわち、このような繊維用洗剤で洗浄した場
合、その洗浄の後処理として柔軟剤を使用しても、使用しなくてもよい。このような繊維
用洗剤で洗浄した後の繊維製品は各種乾燥条件による硬化に対し強いものとなる。
【００８９】
　（添加剤）
　本発明の第１～第３いずれの態様における繊維用洗剤も、添加剤を含むことができる。
添加剤としては、１種類を単独で用いることも、２種類以上を組み合わせて用いることも
できる。また、添加剤を含まなくてもよい。
【００９０】
　洗浄性やすすぎ性、安定性を向上させる観点から、親水性界面活性剤を使用することが
できる。親水性界面活性剤としては、陰イオン性界面活性剤、非イオン性界面活性剤、両
性界面活性剤、陽イオン性界面活性剤のいずれを用いることもできる。ただし、親水性界
面活性剤を含まなくてもよい。
【００９１】
　陰イオン性界面活性剤としては、特に限定されないが、例えば、アルコールの硫酸エス
テル塩、アルコールのアルコキシル化物の硫酸エステル塩、アルキルベンゼンスルホン酸
塩、アルキル硫酸エステル塩、パラフィンスルホン酸塩、α－オレフィンスルホン酸塩、
α－スルホ脂肪酸塩、α－スルホ脂肪酸アルキルエステル塩又は脂肪酸塩が挙げられる。
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また、これらの塩の対イオンとしては、アルカリ金属塩、アミン類が挙げられ、具体的に
はナトリウム、カリウム、モノエタノールアミン、又はジエタノールアミン、トリエタノ
ールアミンが挙げられる。
【００９２】
　非イオン性界面活性剤としては、特に限定されないが、例えば高級アルコール、アルキ
ルフェノール、高級脂肪酸、高級脂肪酸アルキルエステル又は高級アミン等にアルキレン
オキシドを付加したポリオキシアルキレン型ノニオン界面活性剤、ポリオキシエチレンポ
リオキシプロピレンブロックコポリマー、脂肪酸アルカノールアミン、脂肪酸アルカノー
ルアミド、多価アルコール脂肪酸エステル又はそのアルキレンオキシド付加体、硬化ヒマ
シ油のアルキレンオキシド付加体、糖脂肪酸エステル、Ｎ－アルキルポリヒドロキシ脂肪
酸アミド、アルキルグリコシド等が挙げられる。
【００９３】
　両性界面活性剤としては、特に限定されないが、例えば、アルキルベタイン型、アルキ
ルアミドベタイン型、イミダゾリン型、アルキルアミノスルホン酸型、アルキルアミノカ
ルボン酸型、アルキルアミドカルボン酸型、アミドアミノ酸型又はリン酸型等の両性界面
活性剤が挙げられる。
【００９４】
　陽イオン性界面活性剤としては、特に限定されないが、例えば、アルキルトリメチルア
ンモニウム塩、ジアルキルジメチルアンモニウム塩、アルキルベンジルジメチルアンモニ
ウム塩、アルキルピリジニウム塩、エステル型ジアルキルアンモニウム塩等の陽イオン界
面活性剤が挙げられる。
【００９５】
　繊維用洗剤には、ビルダーを配合することができる。ここで、「ビルダー」とは、添加
剤の一部であるが、それ自身に洗浄力は無いか又はごく弱い洗浄力しか有しないにも関わ
らず、洗剤と共に配合されるとその洗剤能力を著しく向上させることができる成分をいう
。例えば汚れの再付着防止剤、多価金属陽イオン捕捉剤、酵素、抗菌剤又はアルカリ緩衝
剤等が挙げられる。なおこれらの２種以上の作用を兼ね備える添加剤も存在する。従来の
界面活性剤を主成分とする洗剤製品には、通常、添加剤が含まれるが、本発明の繊維用洗
剤は、添加剤を配合しなくてもよい。また、少量であってもよい。
【００９６】
　水溶性無機化合物としては、特に限定されないが、リン酸塩（トリポリリン酸塩、ピロ
リン酸塩、メタリン酸塩、リン酸三ナトリウム等）、ケイ酸塩、炭酸塩、硫酸塩、亜硫酸
塩等が挙げられる。これらの塩の対イオンとしては、アルカリ金属塩、アミン類が挙げら
れ、具体的にはナトリウム、カリウム、モノエタノールアミン、又はジエタノールアミン
、トリエタノールアミンが挙げられる。
【００９７】
　有機化合物としては、特に限定されないが、カルボン酸塩（アミノカルボン酸塩、ヒド
ロキシアミノカルボン酸塩、ヒドロキシカルボン酸塩、シクロカルボン酸塩、マレイン酸
誘導体、シュウ酸塩等）、有機カルボン酸（塩）ポリマー（アクリル酸ポリマー及びコポ
リマー、多価カルボン酸（例えばマレイン酸等）ポリマー及びコポリマー、グリオキシル
酸ポリマー、多糖類及びこれらの塩等）等が挙げられる。これらの塩の対イオンとしては
、アルカリ金属塩、アミン類が挙げられ、具体的にはナトリウム、カリウム、モノエタノ
ールアミン、又はジエタノールアミン、トリエタノールアミンが挙げられる。
【００９８】
　酵素を含有させることで本発明の繊維用洗剤の洗浄力をより高めることができる。酵素
は基質特異性を有するために洗浄したい汚れによって適宜選択すればよいが、酵素であれ
ば特に限定されず、例えばプロテアーゼ、アミラーゼ、リパーゼ、セルラーゼ、マンナナ
ーゼ等が挙げられる。なお、本明細書において「酵素」とは工業的に入手できる酵素製品
を意味する。
【００９９】
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　抗菌剤を配合することができる。抗菌剤は、繊維上での菌の増殖を抑え、さらには微生
物の分解物由来の臭いの発生を抑える効果を有する成分である。
【０１００】
　抗菌剤としては、特に限定されないが、例えば、四級アンモニウム塩（塩化ベンザルコ
ニウム、ジデシルジメチルアンモニウムクロライド）などのカチオン性殺菌剤、ダイクロ
サン、トリクロサン、ビス－（２－ピリジルチオ－１－オキシド）亜鉛、ポリヘキサメチ
レンビグアニジン塩酸塩、８－オキシキノリン、ポリリジン等が挙げられる。
【０１０１】
　抗菌剤の含有量としては、特に限定されないが、例えば、繊維用洗剤１００質量％に対
し、０．５質量％以下、０．１質量％以下、０．０２質量％以下、０．０１質量％以下で
あってよい。本発明の閉鎖小胞体又は重縮合ポリマー粒子も抗菌作用及びその効果持続性
も高いため、有機化合物の含有量は少量であっても、含有しなくてもよい。
【０１０２】
　上記成分以外に、繊維用洗剤に通常用いられるその他の成分を含有することもできる。
【０１０３】
　その他の成分としては、例えば、漂白剤、漂白活性化剤、水混和性有機溶剤、酸化防止
剤、防腐剤、風合い向上剤、保存安定性向上剤、蛍光剤、パール剤、着香剤、着色剤、天
然物等のエキス、消泡剤等が挙げられる。
【０１０４】
　添加剤の含有量としては、使用方法（部分洗いか全体洗いか）や洗剤の希釈の割合等に
より適宜設定することができる。
【０１０５】
　繊維の素材としては、特に限定されず、例えば天然繊維である植物繊維の綿、亜麻、苧
麻、さらに上記以外の葉脈繊維、また、天然繊維である動物繊維においては、羊毛、モヘ
ヤ、アルパカ、らくだ、カシミヤ、アンゴラ、ビキューナ、ラマ、シルク、天然繊維であ
る羽毛のダウン、フェザー、天然繊維である靭皮繊維が挙げられる。一方で、化学繊維で
ある再生繊維のレーヨン、銅アンモニア繊維のキュプラ、上記以外の再生繊維のリヨセル
、半合成繊維のアセテート、トリアセテート、上記以外の半合成繊維、化学繊維である合
成繊維のナイロン、ポリエステル、ポリウレタン、ポリエチレン、ビニロン、ビニリデン
、ポリ塩化ビニル、アクリル、アクリル系、ポリプロピレン、ポリ乳酸、アラミド、上記
以外の合成繊維、さらに、天然繊維と合成繊維、天然繊維と天然繊維、合成繊維と合成繊
維を１種以上組み合わせた混紡繊維等が挙げられる。繊維製品品質表示規定の指定、分類
の有無に関わらず、繊維製品として扱われる繊維ならばいずれであってもよい。
【０１０６】
　繊維製品としては、上述の繊維素材の全部又は一部を用いた繊維製品であれば特に限定
されず、例えば織物、ニット生地及びレース生地、水着、下着及び組成繊維中における絹
の混用率が５０％以上の織物、たて糸又はよこ糸の組成繊維が絹のみの織物、羽織、着物
、靴下、手袋、帯、足袋、ハンカチ、風呂敷、ネクタイ、羽織ひも、帯締め、床敷物、布
団、テーブル掛け、タオル、手拭い、布巾、雑巾、セーター、シャツ、ズボン、ドレス、
ホームドレス、ブラウス、スカート、事務服、作業服、上衣、子供用オーバーオール、ロ
ンパース、下着、寝衣、羽織及び着物、帽子、マフラー、スカーフ、ショール、エプロン
、かっぽう着、毛布、膝掛け、上掛け、布団カバー、敷布、カーテン、ベッドスプレッド
、毛布カバー、枕カバー、コート等が挙げられる。
【０１０７】
　なお、上述したとおり、第１～第３の態様の繊維用洗剤は、繊維の柔軟性低下防止能を
有する。したがって、柔軟性を要求される用途に使用される繊維製品（例えば人間の皮膚
に接触する用途、より具体的には、衣類、下着、ハンカチ、タオル）を洗浄しても、硬化
を抑制して柔らかい状態を維持することができる。
【０１０８】
　また、上述したとおり、第１～第３の態様の繊維用洗剤は、繊維の吸水性低下防止能を
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有する。したがって、吸水性を要求される用途に使用される繊維製品（例えば上述の繊維
製品の中ではタオルや手拭い、布巾、雑巾等）を洗浄しても、それらの機能として本来要
求される吸水性の低下を防止して、吸水性の高い状態を維持することができる。　
【０１０９】
　以上のような繊維用洗剤によれば、繊維上に付着した油溶性の汚れである皮脂、化粧品
、食品油脂、色素、鉱物油等、水溶性の汚れである汗、尿等、また、水溶性汚れの中で水
溶性の物質が乾固する事で水に不溶な汚れへと変化するタンパク質や澱粉等、さらに、固
体粒子汚れである土や泥、すす、鉄粉等に対し高い洗浄能を有する。また、生体的・環境
的に安全と考えられ、家庭用洗剤にも好ましく用いることができる。
【０１１０】
　なお、本発明の繊維用洗剤は、従来の界面活性剤を用いた繊維用洗剤と比べて発泡性が
低い。これは、上述したように閉鎖小胞体及び重縮合ポリマーが界面張力の低下を引き起
こさないためである。従来の洗剤の発泡作用は、洗浄の対象たる繊維に対する洗浄作用を
阻害し、また、洗濯洗浄においてはすすぎ等の後工程への負荷が増大するが、本発明の繊
維用洗剤によればこのような発泡が抑制される。
【０１１１】
＜ソイルリリース剤＞
　上述した第１～第３の態様の繊維用洗剤は、ソイルリリース能を有する。したがって、
第１～第３の態様の繊維用洗剤と同様の構成により、ソイルリリース剤として用いること
ができる。ここで「ソイルリリース能」とは、防汚性の一つであり、繊維に付着させるこ
とにより、その繊維に付着した汚れを除去しやすくする機能をいう。また、「同様の構成
」とは、それぞれの態様の繊維用洗剤の必須の構成のことをいう。したがって、それぞれ
の用途に合わせて添加成分や各成分の化学種・添加量の比を変更することができる。
【０１１２】
　本発明者らは、驚くべきことに上述した第１～第３の態様の繊維用洗剤がソイルリリー
ス能を有することを見出した。このようなソイルリリース能は、閉鎖小胞体又は重縮合ポ
リマー粒子と繊維との疎水性相互作用によって、閉鎖小胞体又は重縮合ポリマー粒子を繊
維表面に吸着させることで繊維表面を改質し、繊維と汚れが直接接触することを防ぐこと
により発現されると考えられる。このようなソイルリリース能は、通常の界面活性剤には
見られない。
【０１１３】
　すなわち、第１～第３の態様の繊維用洗剤は、洗浄能を有するだけでなく、ソイルリリ
ース能も有するので、繊維用洗剤とソイルリリース剤を兼ねて一つの成分として使用する
こともできる。この場合、高い洗浄効果が得られるとともに、このようにして洗浄された
繊維には表面に閉鎖小胞体又は重縮合ポリマーが付着し、防汚効果を有する。ただし、ソ
イルリリース剤としてのみ使用するならば、単に付着させればよく、例えばＯ／Ｗ型エマ
ルション（第２の態様）のように液状としてスプレーとして噴きかけてもよい。
【０１１４】
＜繊維の洗浄方法＞
　本発明に係る繊維の洗浄方法は、上述したいずれかの繊維用洗剤を用いて部分又は全体
洗いをする方法である。具体的な使用法としては、従来市販の繊維用洗剤と同様に用いる
ことができる。
【０１１５】
　「部分洗い」とは、主として、手洗いや洗濯機洗い等の洗浄方法によらず、食べこぼし
の汚れ等の落としにくい汚れに対して、繊維用の洗剤を直接塗布して洗浄する行為をいう
。一般的に、洗剤を直接塗布して手洗いを行うと、洗濯機洗いよりも汚れ落ちが高くなる
ことが知られている。
【０１１６】
　また、「全体洗い」とは、主として、手洗いや洗濯機洗い等の洗浄方法によらず、繊維
全体から汚れを取り除く行為をいう。この場合において、洗剤を水等の溶媒に溶解させて
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繊維を洗浄する。
【０１１７】
　汚れとしては、有機・無機、親水性・疎水性等に特に限定されず、油溶性の汚れである
皮脂、化粧品、食品油脂、色素、鉱物油等、水溶性の汚れである汗、尿等、また、水溶性
汚れの中で水溶性の物質が乾固する事で水に不溶な汚れへと変化するタンパク質や澱粉等
、さらに、固体粒子汚れである土や泥、すす、鉄粉等であってよい。特に、本発明の繊維
用洗剤は、汚れの種類によらず、洗浄することができる点で優位である。したがって、例
えば食品油等の混合物（複数組成）の汚れについても除去洗浄できる。
【０１１８】
　（部分洗い）
　部分洗いを行う場合、繊維用洗剤を汚染箇所に直接塗布してもよいし、繊維用洗剤を希
釈した水又はお湯に繊維製品の汚染箇所を入れてもよい。また、近年、部分洗い専用の装
置も販売されており、このような装置を用いてもよい。なお、第２の態様の繊維用洗剤に
おいては、Ｏ／Ｗ型エマルションを構成している。部分洗いにおいては、手揉み等の作業
により物理的な力が付与されるが、Ｏ／Ｗ型エマルション構造は破壊されず、その構造を
維持することができる。
【０１１９】
　また、上述したとおり、本発明の繊維用洗剤は生体安全性を有するため、手洗いをして
直接皮膚に触れても特に生体への影響はないと考えられる。
【０１２０】
　水温としては、特に限定されず、５℃以上であることが好ましく、１０℃以上であるこ
とがより好ましく、２０℃以上であることがさらに好ましく、２５℃以上であることがさ
らに好ましく、３０℃以上であることが特に好ましい。なお、洗浄性を高める観点から、
温度は高い方が好ましく、例えば３５℃以上であってもよい。なお、手洗いの場合、水温
が高いと使用者が危険にさらされるために、例えば４０℃以下であってもよい。
【０１２１】
　繊維用洗剤の使用量としては、特に限定されず、適宜設計することができるが、例えば
汚れの面積１ｃｍ２あたりに対して、１ｍｇ／ｃｍ２以上であることが好ましく、２ｍｇ
／ｃｍ２以上であることがより好ましく、５ｍｇ／ｃｍ２以上であることがさらに好まし
く、１０ｍｇ／ｃｍ２以上であることが特に好ましい。また、繊維用洗剤の使用量として
は、５００ｍｇ／ｃｍ２以下、１００ｍｇ／ｃｍ２以下、５０ｍｇ／ｃｍ２以下であって
よい。
【０１２２】
　（全体洗い）
　全体洗いを行う場合、洗濯機の洗濯槽に繊維製品とともに繊維用洗剤を添加すればよい
。また、洗剤を希釈した水又はお湯に繊維製品を浸して手洗いをしてもよい。
【０１２３】
　水温としては、特に限定されず、５℃以上であることが好ましく、１０℃以上であるこ
とがより好ましく、２０℃以上であることがさらに好ましく、２５℃以上であることがさ
らに好ましく、３０℃以上であることが特に好ましい。なお、洗浄性を高める観点から、
温度は高い方が好ましく、例えば３５℃以上、４０℃以上、４５℃以上、５０℃以上、５
５℃以上、６０℃以上、６５℃以上であってもよい。また、水温としては、例えば、８０
℃以下、７５℃以下、７０℃以下であってよい。
【０１２４】
　繊維用洗剤の使用量としては、特に限定されず、適宜設計することができるが、例えば
０．３ｇ／Ｌ以上であることが好ましく、０．５ｇ／Ｌ以上であることがより好ましく、
１．０ｇ／Ｌ以上であることがさらに好ましく、１．５ｇ／Ｌ以上であることが特に好ま
しい。また、繊維用洗剤の使用量としては、３．５ｇ／Ｌ以下、２．５ｇ／Ｌ以下、２．
０ｇ／Ｌ以下であってよい。
【０１２５】
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　なお、上述したとおり、第１～第３の態様の繊維用洗剤は、繊維の柔軟性低下防止能を
有する。したがって、当該繊維用洗剤による繊維製品の洗浄後の処理として柔軟剤を用い
てもよいし、柔軟剤を用いないでもよい。
【実施例】
【０１２６】
　以下、本発明の実施例及び比較例を示して、本発明についてより具体的に説明する。な
お、本発明は以下の実施例に何ら限定されない。
【０１２７】
＜洗浄試験＞
　〔試料の調製〕
　　［洗剤試料の原料］
　　　（油性成分）
　　中鎖脂肪酸トリグリセリド（ＭＡＳＥＳＴＥＲ－Ｅ６０００又はＭＡＳＥＳＴＥＲ－
Ｅ７０００，オレオケミカル社製、以下、「ＭＣＴ」という。）
　　ポリオキシエチレンポリオキシプロピレングリコール（ブラウノンＰ１７１，青木油
脂工業株式会社製、以下、「Ｐ１７１」という。）
　　ジ（カプリル酸／カプリン酸）プロパンジオール（サラスコＰＲ－８５，日清オイリ
オ株式会社製、以下、「ＰＲ－８５」という。）
　　オレイン酸（オレオケミカル社製、以下、「ＯＡ」という。）
　　ポリプロピレングリコール（ＰＰＧ４０００，ＤＯＷケミカル株式会社製）
　　ミリスチン酸イソプロピル（ＮＩＫＫＯＬ　ＩＰＭ－１００，日光ケミカルズ株式会
社製、以下、「ＩＰＭ」という。）
　　ミリスチルアルコール（ハイノール１４ＳＳ，高級アルコール株式会社製、以下、「
ＭＡ」という。）
　　ヘキシルデカノール（リソノール１６ＳＰ，高級アルコール株式会社製、以下、「Ｈ
Ｄ」という。）
　　２－オクチルドデカノール（リソノール２０ＳＰ，高級アルコール株式会社製、以下
、「ＯＤ」という。）
　　流動パラフィン（モレスコホワイトＰ－５５，株式会社ＭＯＲＥＳＣＯ製、以下、「
ＬＰ」という。）
　　ホホバ油（ＮＩＫＫＯＬ　ホホバ油　Ｓ，日光ケミカルズ株式会社製、以下、「ＨＯ
」という。）
　　　（閉鎖小胞体）
　　ＰＯＥ硬化ひまし油（ＨＣＯ－６０，日光ケミカルズ株式会社製）
【０１２８】
　　［洗剤試料の調製］
　　　（実施例１～１３）
　ビーカー中で精製水を７０００ｒｐｍで撹拌しながらＰＯＥ硬化ひまし油を滴下し、撹
拌した。次いで油性成分を滴下し、撹拌して実施例１～１３の洗剤試料を得た。各試料の
組成は表１のとおりとした。なお、表１において、数値は質量％を示す。なお、実施例１
のエマルション粒子の平均粒子径は８８４ｎｍ、実施例８のエマルション粒子の平均粒子
径は６６４ｎｍであった。
【０１２９】



(19) JP 6719121 B2 2020.7.8

10

20

30

40

50

【表１】

【０１３０】
　　　（比較例１：部分洗い試験用）
　ポリオキシエチレンモノアルキルエーテル（９Ｊ，丸善石油化学社製）を水に溶解させ
、２５ｗｔ％水溶液を調製した。
【０１３１】
　　　（比較例２：全体洗い試験用）
　ポリオキシエチレンモノアルキルエーテル（９Ｊ，丸善石油化学社製）を水に溶解させ
、５ｗｔ％水溶液を調製した。
【０１３２】
　　　（比較例３：全体洗い試験用）
　市販のファーファ液体洗剤クリアアップルブロッサム（ＬＯＴ：Ｃ１７．１１．０１Ｄ
，成分：１１％界面活性剤、アルカリ剤、再汚染防止剤、酵素）を用いた。なお、使用量
は当該製品の使用量として記載されている０．８３ｇとした。
【０１３３】
　　　（比較例４：全体洗い試験用）
　市販されている洗剤であるファーファ液体洗剤クリアアップルブロッサム（ＬＯＴ：Ｃ
１７．１１．０１Ｄ）を用いた。なお、使用量は実施例と同様の３ｇとした。
【０１３４】
　　［汚染布試料］
　布の素材としては、綿、混紡及び化学繊維の３種を用いた。また、汚れとしては、泥汚
れ、鉱物油汚れ、食品汚れ、血液汚れ及びカレー汚れを想定して、それぞれ粘土汚染布、
鉱物油汚染布、着色ライススターチ赤色汚染布、血液汚染布及びカレー汚染布を用いた。
具体的には、以下に示すとおりである。なお、カレー汚れについては、特開２０１１－１
２６９３９号公報に記載の方法にしたがい、市販のカレールーを用いてカレー溶液を作り
、その中に綿（ＪＩＳ　Ｌ　０８０３準拠試験用添付白布　綿（カナキン３号））、混紡
（Ｔ／Ｃツイル）又は化学繊維（ポリエステルトロピカル（帝人））を投入し、煮込むこ
とにより、各汚染布試料を得た。
　（粘土質（黄色）汚染布）
　　綿（Ｃ－Ｓ－４０，ＣＦＴ社製）
　　化学繊維（Ｐ－Ｓ－４０，ＣＦＴ社製）
　（血液汚染布）
　　綿（Ｃ－Ｓ－０１，ＣＦＴ社製）
　　化学繊維（Ｐ－Ｓ－０１，ＣＦＴ社製）
　（着色ライススターチ赤色汚染布）
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　　綿（Ｃ－Ｓ－２８，ＣＦＴ社製）
　　化学繊維（Ｐ－Ｓ－２８，ＣＦＴ社製）
　（鉱物油汚染布）
　　綿（Ｃ－Ｓ－６５，ＣＦＴ社製）
　　化学繊維（Ｐ－Ｓ－６５，ＣＦＴ社製）
【０１３５】
　〔評価〕
　　［部分洗い試験］
　先ず、汚染布試料及び当該汚染布試料と同素材で汚染されていない布について、白色光
度計ＴＣ－６ＤＳ／Ａ（東京電色社製）を用いて反射率を測定した。
【０１３６】
　次に、水が滴らない程度に湿らせた各汚染布試料（面積２５ｃｍ２）に、実施例１～１
２及び比較例１の洗剤試料を流れ出ない程度にそれぞれ汚染布１枚あたり０．３ｍｌ滴下
した。この汚染布試料を揉むようにして洗浄した後、水道水を用いて、３分間流水ですす
いだ。その後、脱水し平干しをして、風乾させた。
【０１３７】
　乾燥後の汚染布試料について、白色光度計ＴＣ－６ＤＳ／Ａ（東京電色社製）を用いて
反射率を測定した。なお、粘土汚染布及びカレー汚染布については、波長４６０ｎｍにお
ける反射率を測定した。鉱物油汚染布、着色ライススターチ赤色汚染布及び血液汚染布に
ついては、波長５５０ｎｍにおける反射率を測定した。
【０１３８】
　　［全体洗い試験］
　先ず、汚染布試料及び当該汚染布試料と同素材で汚染されていない布について、白色光
度計ＴＣ－６ＤＳ／Ａ（東京電色社製）を用いて反射率を測定した。
【０１３９】
　次に、硬水　ＪＩＳ　Ｋ　８１２２に規定する塩化カルシウム二水和物（硬度成分）約
２７０ｍｇを生成水に溶解して、１０００ｍＬにメスアップして硬水溶液を得た。一方で
、各洗剤試料３ｇを精製水９９０ｍＬに溶解した後、上述のようにして調製した硬水溶液
１０ｍＬを加えて総量１０００ｍＬの洗剤溶液を得た。
【０１４０】
　実施例１～３、６～８、１３及び比較例２～４の洗剤試料それぞれについて、同汚れ・
同素材の汚染布試料５枚を、３０℃に調整した洗浄溶液１０００ｍＬ中に浸し、かき混ぜ
式洗浄力試験機（ターゴトメータ）を用いて１００±５ｍｉｎ－１の回転速度で１０分間
洗浄した。
【０１４１】
　洗浄終了後、含水率が質量分率２００％以下になるよう脱水装置を用いて１分間脱水し
、３０℃に調整した水道水１０００ｍＬ中に入れ、かき混ぜ式洗浄力試験機を用いて、１
００±５ｍｉｎ－１の回転速度で３分間すすいだ。
【０１４２】
　その後、脱水機能を持った装置を用いて１分間脱水し、風乾し、アイロン仕上げを行っ
た。なお、血液汚染布は血液の変性が起きるため、風乾のみとした。
【０１４３】
　乾燥後の汚染布試料について、白色光度計ＴＣ－６ＤＳ／Ａ（東京電色社製）を用いて
反射率を測定した。なお、粘土汚染布及びカレー汚染布については、波長４６０ｎｍにお
ける反射率を測定した。鉱物油汚染布、着色ライススターチ赤色汚染布及び血液汚染布に
ついては、波長５５０ｎｍにおける反射率を測定した。
【０１４４】
　　［洗浄率の算出］
　布の素材と汚れの種類のそれぞれの組み合わせについて、５枚の布片の洗浄率をそれぞ
れ以下の式（１）にて算出して求め、その平均値を各汚染布の洗浄率とした。なお、洗浄
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率は、洗浄により除去できた汚れの割合を示す指標であり、数値が大きいほど洗浄性能が
高いことを示す。
【０１４５】
【数１】

　　　　・・・（１）
　式（１）中、Ｋ／Ｓは、以下の式（２）で求められる値である。
【０１４６】
【数２】

　　　　・・・（２）
　式（２）中、Ｒはそれぞれの布の反射率（％）である。なお、反射率は、東京電色社製
名白色光度計ＴＣ－６ＤＳ／Ａにより測定した値をいう。
【０１４７】
　〔結果〕
　　［部分洗い試験］
　粘土汚染布、血液汚染布及び着色ライススターチ赤色汚染布についての部分洗い試験の
結果を表２に示す。なお、表２において、数値は洗浄率（％）を示す。
【０１４８】
　表２～４に示すとおり、実施例１～１２の洗剤試料は、比較例１の洗剤試料に対して高
い洗浄能を示す傾向にあった。また、表２～４には記載していないが、実施例１～１２の
洗剤試料は、鉱物油汚染布及びカレー汚染布に対しても、優れた洗浄能を示した。
【０１４９】

【表２】

【０１５０】

【表３】

【０１５１】

【表４】

【０１５２】



(22) JP 6719121 B2 2020.7.8

10

20

30

40

50

　〔全体洗い試験〕
　粘土汚染布、血液汚染布、着色ライススターチ赤色汚染布及びカレー汚染布についての
全体洗い試験の結果を表５～８に示す。なお、表５～８において、数値は洗浄率（％）を
示す。
【０１５３】
　表５～８に示すとおり、界面活性剤を用いていない実施例１～３、６～８、１３の洗剤
試料は、界面活性剤で構成された比較例２～４の洗剤試料と同等又はそれ以上の洗浄能を
示す傾向にあった。また、表５～８には記載していないが、実施例１～３、６～８、１３
の洗剤試料は、鉱物油汚染布に対しても、洗浄能を示した。
【０１５４】
【表５】

【０１５５】
【表６】

【０１５６】
【表７】

【０１５７】
【表８】

【０１５８】
＜ソイルリリース能試験＞
　〔試料の調製〕
　　［ソイルリリース剤試料の調製］
　ソイルリリース剤試料として、実施例１、１１の試料を用いた。
【０１５９】
　　［布試料］
　布の素材としては、以下に示す化学繊維及び化学繊維の混紡の２種を用いた。
　　化学繊維（ポリエステルトロピカル（帝人）、色染社購入）
　　化学繊維の混紡（ポリウレタン／ポリエステル（＝１５／８５）交編、色染社購入）
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【０１６０】
　〔評価〕
　実施例１、１１の洗剤試料３ｇを水道水１０００ｍＬ中に添加した。５×５ｃｍの布試
料をこの洗剤試料水溶液（実施例１、１１）又は水道水（比較例５）に浸漬し、３０℃、
１００ｒｐｍ、５分間撹拌処理した。その後、取り出して、１分間脱水を行った。この処
理を行った布試料を２０℃、６５ＲＨ％下で１２時間以上乾燥して、試料浸漬布を作製し
た。なお、比較例５として、以上の処理を施さない布を用いた。
【０１６１】
　ＪＩＳ　Ｃ９６０６　電気洗濯機に示されている「附属書４汚染布作成方法（２）汚染
液に使用する材料及び分量」の人工汚垢のうち、赤黄色土とカーボンブラックを除いた油
性汚垢（オレイン酸：トリオレイン：オレイン酸コレステロール：流動パラフィン：スク
アレン：コレステロール＝１８：１０：８：２：２：１の比率の混合物）を調製し、これ
にオイルレッド濃度が油性汚垢中で０．９５質量％である人工汚垢油を調製した。次にホ
モジナイザーを用いてゼラチン水溶液を攪拌しながら、人工汚垢油をオイルレッド濃度が
全量中で０．０３質量％となるようにゼラチン水溶液に加え、攪拌することで有機汚垢液
を調製した。
【０１６２】
　試料浸漬布又は水道水浸漬布に、有機汚垢液を０．５ｇ滴下し、２０℃、６５ＲＨ％下
で乾燥させた。その布を水道水中に５％ポリオキシエチレンアルキルエーテル水溶液３ｇ
が入った１０００ｍＬの溶液に汚垢を滴下させた布を投入した。ターゴトメータを用いて
３０℃、１００ｒｐｍ、１０分間攪拌し、１分間脱水後、風乾させた。乾燥後の汚染布試
料について、白色光度計ＴＣ－６ＤＳ／Ａ（東京電色社製）を用いて波長５５０ｎｍにお
ける反射率を測定した。
【０１６３】
　５枚の同種の布片の汚染残存率をそれぞれ以下の式（３）にて算出して求め、その平均
値を各汚染布の汚染残存率（％）とした。なお、汚染残存率は、布試料に付着した汚れの
うち洗浄後にもなお残っている汚れの割合を示す指標であり、数値が小さいほどソイルリ
リース能の効果が大きいことを示す。
【０１６４】
【数３】

　　　　・・・（３）
【０１６５】
　〔結果〕
　人工汚垢のソイルリリース能試験の結果を表９に示す。なお。表９において、数値は汚
染残存率（％）を示す。
【０１６６】
　表９より、実施例１及び１１のソイルリリース剤試料を用いた場合、布試料に対し何ら
処理をしていない比較例５に比べ、汚染残存率が低くなる繊維種が存在しており、このよ
うな繊維に対してソイルリリース能を有する。
【０１６７】
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【表９】

【０１６８】
＜発泡性試験＞
　〔試料の調製〕
　発泡性試験用試料として、実施例３、８、１１、１３及び比較例３の試料を用いた。
【０１６９】
　〔評価〕
　硬水　ＪＩＳ　Ｋ　８１２２に規定する塩化カルシウム二水和物（硬度成分）約２７０
ｍｇを生成水に溶解して、１０００ｍＬにメスアップして硬水溶液を得た。一方で、各洗
剤試料３ｇを精製水９９０ｍＬに溶解した後、上述のようにして調製した硬水溶液１０ｍ
Ｌを加えて総量１０００ｍＬの洗剤溶液を得た。
【０１７０】
　実施例３、８、１１、１３及び比較例３の洗剤試料それぞれについて、洗浄溶液５０ｍ
Ｌをローソク瓶に入れ、このローソク瓶を３０秒間手で上下に振とうを行い、１０秒静置
後の洗浄液の泡高を観察した。
【０１７１】
　〔結果〕
　図１は、実施例３、８、１１、１３及び比較例３の洗浄後液の写真図である。実施例３
、８、１１、１３の洗浄後液は、比較例３の洗浄後液に比べて発泡が少なかった。
【０１７２】
＜柔軟性低下防止能試験＞
　〔試料の調製〕
　　［前処理］
　市販の綿タオル（（株）リポス製、商品名:Ｆ／Ｔ リポスゴールド３５０匁白ボーダー
３４×８０）１５枚を、前処理専用洗剤（ＮＳファーファ・ジャパン株式会社製；ポリオ
キシエチレンラウリルエーテル（ＥＯ:９モル）２５％溶液）を用いて、全自動洗濯機（
ＨＩＴＡＣＨＩ製ＢＷ－７ＭＶ）を用いて３回処理を行った（洗剤標準使用量（２５ｇ／
３０Ｌ）、水道水（常温）、水量５０Ｌ、洗浄１２分、次いで、注水すすぎ３回、脱水９
分）後、前処理専用洗剤を使用せず、同様の工程（水道水（常温）、水量５０Ｌ、洗浄１
５分、次いで、注水すすぎ３回、脱水９分）を１回行い、室温で乾燥させた。
【０１７３】
　　［柔軟性低下防止処理］
　前処理洗浄した綿タオル０．５ｋｇを、二槽式洗濯機（ＨＩＴＡＣＨＩ製ＰＳ－Ｈ３５
Ｌ）を用いて、実施例１４の試料又は市販の洗剤にて１０分間処理（実施例１４の試料１
０ｇ、水１０Ｌ、水道水（常温））を行った後、脱水を１分間行った。次いで、それぞれ
の洗剤で処理した綿タオルを、市販の柔軟剤（ファーファ・トリップ　ドバイ，Ｙ１６．
０８．１０）にて５分間処理（柔軟剤３．３３ｇ、水１０Ｌ、水道水（常温））を行った
後、脱水を１分間行った。これらの処理の後、２０℃、６５％ＲＨの恒温恒湿条件下で乾
燥させた。
【０１７４】
　〔試料の評価〕
　上記「柔軟性低下防止処理」において、市販の洗剤にて処理した綿タオルを対照として
用い、専門パネラー５名の一対比較により判定した。各パネラーの評価基準は、以下のと
おりであり、５名の点数の平均をとり、商品価値上、０．５点以上であれば、繊維に対し
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【０１７５】
　　（評価基準）
　＋２：市販の洗剤よりも明らかに良好である。
　＋１：市販の洗剤よりもやや良好である。
　　０：市販の洗剤とほぼ同じである。
　－１：市販の洗剤の方がやや良好である。
　－２：市販の洗剤の方が明らかに良好である。
【０１７６】
【表１０】

【０１７７】
＜吸水性低下防止能試験＞
　〔試料の調製〕
　　［評価用布の前処理方法］
　市販の綿金巾（金巾３号）５０枚を、前処理専用洗剤（ＮＳファーファ・ジャパン株式
会社製；ポリオキシエチレンラウリルエーテル（ＥＯ:９モル）２５％溶液）により全自
動洗濯機（ＨＩＴＡＣＨＩ製ＢＷ７ＭＶ）を用いて３回処理を行った（洗剤標準使用量（
２５ｇ／３０Ｌ）、水道水（常温）、水量５０Ｌ、洗浄１２分、次いで、注水すすぎ３回
、脱水９分）後、前処理専用洗剤を使用せず、同様の工程（水道水（常温）、水量５０Ｌ
、洗浄１５分、次いで、注水すすぎ３回、脱水９分）を１回行い、室温で乾燥させた。
【０１７８】
　　［吸水性低下防止処理］
　前処理洗浄した綿金巾６．０ｇを、二槽式洗濯機（ＨＩＴＡＣＨＩ製ＰＳ－Ｈ３５Ｌ）
を用いて、実施例１４の試料又は市販の洗剤にて１０分間処理（組成物１０ｇ、水１０Ｌ
、水道水（常温））を行った後、脱水を１分間行った。次いで、それぞれの洗剤で処理し
た綿金巾を、市販の柔軟剤（ファーファ・トリップ　ドバイ，Ｙ１６．０８．１０）にて
５分間処理（柔軟剤３．３３ｇ、水１０Ｌ、水道水（常温））を行った後、脱水を１分間
行った。これらの処理の後、２０℃、６５％ＲＨの恒温恒湿条件下で乾燥させた。
【０１７９】
　〔吸水性の評価〕
　前処理した試料から大きさ約２００ｍｍ×２５ｍｍの試験片を採取した。次に、水を入
れた水槽の水面上に支えた水平棒上に試験片をピンで固定した後、水平棒を降下させて、
試験片の下端の２０ｍｍ±２ｍｍが水に浸せきするように調整し、そのまま１０分間放置
した。放置後、毛細管現象によって水が上昇した高さをスケールで測定した。図２は、吸
水性の評価に用いた装置の模式図である。
【０１８０】
　上記「吸水性低下防止処理」において、何も加えなかったこと以外同条件で処理した金
巾（以下、「ブランク」と言う。）において同様の試験を行い、ブランクが１０分間に上
昇する水の高さを対照（１００％）として、Ｎ＝２回の平均高さをとり、ブランクを１０
０％とした際の数値を吸水率とした。
【０１８１】
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              中国特許出願公開第１０７３８４６０６（ＣＮ，Ａ）　　　
              特表平０９－５１１７７９（ＪＰ，Ａ）　　　
              米国特許出願公開第２０１６／０３１２１５２（ＵＳ，Ａ１）　　
              特表２０１６－５２２７９７（ＪＰ，Ａ）　　　
              特表２０１６－５２４６２７（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１５－１７２０２６（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｃ１１Ｄ　　　７／２２　　　　
              Ｃ１１Ｄ　　　７／２６　　　　
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